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循環型林業の町で地域材による家づくり 
下川町の循環型林業と産業クラスター   下川町ふるさと開発振興公社クラスター推進部 

 
 
 
 
 

 
下川町の風景（町の 9 割が森林） 

 
森林のまち下川 

 北海道上川支庁管内の北東部に位置する下川町は

北見山地と手塩山地に囲まれた名寄盆地にあり、内

陸性の気候で年間の 高気温（約 30℃）と 低気温

（約－30℃）の温度差が約 60℃という寒暖の差が厳

しい地域です。人口は昭和 35 年の約 15,000 人をピ

ークに減少を続け、現在は約 4,000 人ですが、東京

23 区にほぼ等しい町の面積の 90％を森林が占める

森林のまちです。 
 下川町の林業は、大正 8 年の国鉄名寄本線の開通

や、大正 12 年に発生した関東大震災の復興資材と

して多量の木材を供給したことにより大きく成長し

本格的な林業生産が始まりました。その後、昭和 6
年の森林鉄道の敷設や昭和 22 年の下川・一の橋営

林署の開庁、大戦中における軍需と戦後の復興、高

度経済成長期にあっては社会資本の整備への需要な

どにより、林産業とともに飛躍的に興隆し、下川町

の基幹産業の一つに発展しました。 
しかし、森林のほとんどは国有林であるため地元

の希望通りの森林経営や、それに伴う雇用の確保等

が困難であったため、下川町は、昭和 28 年に国有

林野整備臨時措置法により、1,221ha の国有林を取

得しました。これを契機に本格的な町有林の経営を

開始しましたが、翌年の洞爺丸台風により壊滅的な

風倒被害を受け、再生に当たり将来に期待できる森

林を造成するため、林道作業路等の整備を図りなが

ら、毎年 40～50ha 程度の伐採・植林を続けてきま

した。昭和 50 年代に入り、急激な人口減少に伴っ

て産業が衰退していく中、林業・林産業においても

昭和 53 年の第２次オイルショック以降長期低迷を

続けた木材価格や、下川・一の橋営林署の統廃合な

どにより、長期的な不振に陥っていきました。 

 
 
 
 
 

 
下川町のカラマツ人工林 
 
下川町の循環型林業 

このような状況から、自然を活かした創造性に富

む活力ある産業の創出と、持続可能な地域社会の構

築が重要な課題となっていた中、森林は再生可能な

地域 大の資源であり、また基幹産業である林業・

林産業の基盤であることから「循環型林業」を基本

とした町有林の持続可能な森林づくりを中心に、森

林を核としたまちづくりの取組が行われています。 
 法正林思想（常に同じ伐期の木材が永続的に供給

される森林経営モデル）にもとづき、毎年 50ha を

造林し 60 年間保育した後、伐採・収穫し、また造

林するというサイクルを繰返すために、3,000ha の

森林の取得を目標に、幾度となく国有林の取得を行

い、現在は 4,470ha の町有林を確保しています。 
国有林取得の目的には、安定的な原材料の確保と

いう側面もあります。国有林野事業の管理経営が、

木材生産重視から公益的機能重視へと移行し、収穫

量の大幅な減少により原材料確保が困難となったた

め、国有林を取得し裁量権の強い町有林を維持する

ことで、下川林業関連業界へ原材料を安定的に供給

することを目指しました。現在は林産業の振興によ

り地元に雇用の場が創出され、森林資源に関連する

産業も活性化し、地域の基盤が形成されました。町

有林を増やし伐採と植林を繰り返す、森林資源の循

環システムは提案者である当時の町長の名前を取り

「原田システム」と呼ばれています。 
 平成 16 年には、下川町森林づくり条例が制定さ

れ、条例では町の責務及び森林所有者、町民等及び

事業者の役割が明記され、町の施策の基本事項を支

えています。また、平成 17 年には下川町森林づく

り寄付条例も制定され、個人や企業から約 2,100 万

円（H21.10 月現在）の寄付が寄せられています。 
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循環型林業の町で地域材による家づくり 
下川町の循環型林業と産業クラスター   下川町ふるさと開発振興公社クラスター推進部 

 
 
 
 
 

 
下川産小麦による手延べ麺の開発 

 
産業クラスターとは 

産業振興に成功している地域では、 
ぶどうの房（クラスター）のように 
企業間の連携が密で、一定地域内に 
産学官の強力な情報ネットワークが 
形成されています。産業クラスター 
とは、これらの成功事例からマイケ 
ル・ポーター（アメリカの経営学者）が導き出した

経験則として生まれた言葉で、欧米を中心に産業政

策に採用されています。 
北海道は全国に先駆けて、平成 7 年に道内経済 4

団体トップの私的勉強会として「北海道産業クラス

ター創造研究会」が発足し、平成 10 年度より（財）

北海道地域技術新興センター（HOKTAC）を拠点と

して、産業クラスター創造活動の実践に取り組んで

います。現在は（財）北海道科学技術総合振興セン

ター（ノーステック財団）を拠点として、北海道内

31 地域の産業クラスター研究会および推進組織が

活動しています。 
林業・林産業が基幹産業である下川町では、森林・

林業・林産業をベースとした視点から、地域産業の

発展方向・新たな産業づくり・産業連携に関する協

議や検討を行っていくため、平成 10 年に森林組合

の代表理事長、製箸会社の代表取締役、自営業者、

主婦、役場企画振興課長、林務課長の 6 名が発起人

となり、道内 3 番目となる下川産業クラスター研究

会を立上げました。自営業者、商工会、主婦、役場

職員、会社員など多様な町民が参加する研究会の初

年度は、「グランドデザイン」、「商品開発」、「木材加

工」という３つのプロジェクトが発足し、町内で育

ってきた木を積極的に使っていこうという取組は、

この「木材加工」プロジェクトから始まりました。 

 
 
 
 
 

 
FSC 森林認証材（シラカバ）の割箸 
 
下川産業クラスターの成果 

持続可能な森林づくりのためには山にお金を還元

することが必要ですが、主力のカラマツ材は梱包材

利用が多く価値が低かったため、価値の高い住宅へ

の利用を検討することになり、地域の森と住宅をつ

なぐという取り組みが始まりました。翌平成 11 年

から「下川ブランド住宅開発」プロジェクトが始ま

り、平成 13 年からは「下川型地域材活用住宅開発」

プロジェクトとして発展していきました。 
研究会活動から生まれた提案をより実践的に産業

へと結びつけ、総合的なコーディネート活動を行う

組織として、平成１４年には（財）下川町ふるさと

開発振興公社内に「クラスター推進部」を設立し、

クラスター研究会から生まれた様々な事業、取り組

みをサポートしています。平成１９年には研究会を

発展的に解散し研究会活動を同推進部に移管しまし

た。これらの研究会活動や事業化支援を通じて、Ｆ

ＳＣ森林認証の取得、ＦＳＣ認証材の地元供給ルー

トの確立、ＦＳＣ認証材による割箸の普及、手延べ

麺の開発、トマト栽培を主とした農業参入支援、自

然療法事業の展開など様々な成果があがっています。 
 『成功の鍵は「人」です。町づくりに参加したいと

いう人が多く、みなアイデアは持っていましたが、

実際に集まり議論する場がありませんでした。研究

会のメンバーは地元の人ですが、プロジェクト毎に

大学や研究機関の先生を呼んできました。このよう

にクラスター研究会を通じて外部とのつながりもつ

くることができました。研究会の予算は、クラスタ

ー推進部が発足してからは、推進部で予算を確保し、

各々の研究会で使い方を決めています。また各研究

会が様々な補助事業等に応募して採択を受けるもの

もあります。（クラスター推進部担当者）』 
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循環型林業の町で地域材による家づくり 
地域のリーダー 下川町森林組合     下川町ふるさと開発振興公社クラスター推進部 

 
 
 
 
 

 
下川町森林組合 

 
ＦＳＣ森林認証の取得 

 下川町森林組合は、62 名の雇用を抱える地域のリ

ーダーカンパニーです。他の町域との合併は行わず、

単独で様々な取組に挑戦していることで注目されて

います。ＦＳＣ森林認証の取得は、循環型林業（原

田システム）の流れを受け、クラスター研究会の１

つとして取り組んだ成果です。地元材の価格の低迷

が続く中で市場に対しての優位性を与えるために、

将来的には価格面でも優位性を与えるきっかけとす

るために、しっかりした指標を持とうという理由か

ら、ＦＳＣ、ＰＥＦＣ、ＩＳＯなどの取得の検討を

はじめ、林業への特化や木製品のトレーサビリティ

ー確保などの観点からＦＳＣを選択し、平成 15 年

に北海道で初となるＦＳＣ森林認証を取得しました。

現在は 6,480ha の森林が認証を受けています。 
『ＦＳＣの取得は新たな試みで資金も必要です。こ

れまでの予算外の業務となるため、総論賛成でも各

論や個人レベルでは積極的に参画する人は町内でも

少数派でした。取得に至った理由は、必要だと思い

行動した人達に加えて外部の力が大きいです。北海

道庁では当時ＦＳＣ導入に対する影響や可能性につ

いての調査が予算化されていました。また国有林で

も組織統合に伴い流域管理調整官というポストがで

き、積極的に関わってもらいました。町内だけで評

価せず、町外からの評価を判断材料にして、町内で

選択していくというやり方が、様々な取組において

今も主流になっています。（下川町森林組合職員）』 
ＦＳＣ取得に際しては、初めてのことなので時間

も手間もかかりますが、その後はＦＳＣの原則に沿

う作業があたりまえの事になるようです。混合油の

配合など現場からの発案が反映される仕組みが出来

たことも成果の１つとなっています。 

 
 
 
 
 

 
木炭・小径木工場（下川町森林組合） 
 
森林資源を使い切るゼロエミッションシステム 

 森林組合では森林整備事業だけではなく、集成材

加工事業や木炭・小径木加工事業も手掛けています。

平成20年度の主な事業実績は、素材生産18,627m3、
集成材加工（構造用・造作用）3,689m3、木炭 75,000
㎏。注目すべきことは森林資源を使い尽くすという

精神のもと、多様なゼロエミッションシステムに取

り組んでいることです。 
集成材加工における端材が工場の木質ボイラー燃

料として使用されるのは勿論のこと、集成材に適さ

ない小径木や枝端は木炭・小径木工場に運ばれ、小

径木は円柱加工し園芸や土木用として出荷されます。

これらの防腐防虫処理には、薬剤だけではなくこの

工場で木炭を作る際に得られる木酢液も使用し（燻

煙処理材）、木酢液自体も消臭剤・殺菌剤等として出

荷されます。木炭製造には小径木だけではなく円柱

加工の端材も使われ、木屑も粉砕し融雪促進剤や土

壌改良剤として出荷されます。トドマツの枝葉は、

蒸留して蒸留液の上澄みを集めたエッセンシャルオ

イルをアロマテラピーや消臭用の「HOKKAIDO も

みの木」ブランドとして全国販売されています。上

澄み以外の水も抽出成分が溶け込んだ「モミの木ウ

ォーター」として商品化されていました。蒸された

後の枝は乾燥して枕に入れて商品になるそうです。

まさに捨てるところはゼロのシステムです。 

 
（燻煙処理材）         （融雪促進剤） 
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循環型林業の町で地域材による家づくり 
地元のＦＳＣ認証材による家づくり    下川町ふるさと開発振興公社クラスター推進部 

 
 
 
 
 

 
緑ﾏｰｶｰで分別されたＦＳＣ認証丸太（山本組木材） 

 
ＦＳＣ認証材供給ルートの確立 

 下川町は、住宅新築戸数が年間 10 棟に満たない

町です。必然的に北海道内の木材生産拠点として、

木材の供給先は札幌や苫小牧が主で、一部本州へも

出荷しています。地元の循環型林業から産出される

木材が地元でほとんど使われていない従来の木材供

給ルートに対して、少なくとも地域の住宅は地域の

材でという下川産業クラスター研究会から始まった

地域材活用住宅の試みは、単なる地域材ではなく、

森林組合が中心となって取得したＦＳＣ森林認証を

活かすべく、ＦＳＣ認証材としての供給ルートの確

立を目指しました。製材、加工、建築という各々の

過程で新たに流通認証（ＣoＣ認証）を取得すること

が必要となりますが、森林組合やクラスター推進部

が中心となり、各事業者にＣoＣ認証の取得を求めて

奔走し、現在は下川町内産のＦＳＣ認証材で住宅を

建てることができる供給ルートが確立しています。 
具体的には、ＦＳＣ認証材は森林組合から地域の

製材所に搬入され、集成材用のラミナを製材し、そ

の後集成材加工場（ウッディしもかわ）で建築用材

に加工され、地域の工務店（高橋工務店）がＦＳＣ

認証材使用住宅を建築する、という流れです。 
『今までは無かった、町内の森林～製材～加工～建

築～住まい手、という人の繋がりが出来たことによ

り、建築数は少ないですが家を建てるなら下川の材

でという雰囲気が出てきました。これらの活動は下

川町のイメージＵＰにも寄与しています。各事業者

も下川の材を商売として積極利用することを次第に

考えるようになってきています。定住促進や冬場の

仕事確保などの地域活性化を目的に、商工会と建設

業界等の連携による関連事業も始まり、勤労者住宅

6 棟が建っています。（クラスター推進部担当者）』 

 
 
 
 
 

 
緑ﾏｰｶｰで分別されたＦＳＣ認証ラミナ（下川町森林組合） 
 
下川町の地域材住宅助成 

 下川町では、町への定住促進と地域経済の活性化

を主目的として、地域材を使用して新築及びリフォ

ームを実施する町民に対する補助金が交付されてい

ます（住宅の新築又は取得：下川町地域材活用住宅

建築促進事業 H20～22、住宅の改修：下川町快適住

環境整備促進事業 H20～22）。新築の場合は地域材

の使用を条件に、リフォームの場合は地域材を使用

しなくても補助が受けられますが、地域材使用によ

る補助金の加算があります（1m3 以上で地域材購入

費の 1/2 かつ上限 10 万円）。新築に対する補助金は

1 件あたり上限 280 万円（8 万円/m3）と高額です。

新築及びリフォーム共に施工業者が町内業者以外の

場合は、補助金が 1/2 に低減されます。定住促進と

地域経済の活性化が主目的であるからです。 
現行の制度における地域材の定義は、「下川町内で

生産又は製品化された建築材」です。条例の策定に

際してはＦＳＣ認証材の使用を盛り込むかが議論さ

れたそうですが、現行制度ではＦＳＣに関する条件

はありません。現行制度での地域材の証明方法は、

町内の工場で生産されたことを証明すればよいため、

特別な証明書等はなく通常の納品書等で認められて

いますが、現行制度は、あくまでも町内事業者の実

情を考慮した結果で実施されています。下川町でも

ＦＳＣ認証材の使用を推進しており、今後、町内事

業者の実情なども踏まえながら、制度や政策に反映

させて行きたいという考えがあるようです。 
平成 19 年に制定された下川町中小企業振興基本

条例では、地場産業の基盤の強化及び健全な発展を

推進するため、中小事業者が認証を取得する際の補

助が盛り込まれており、ＦＳＣやＣoＣも含めて、中

小事業者の様々な認証の取得を応援しています。 
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様々なトドマツ精油商品（下川町森林組合） 

 
森林（下川町森林組合） 

 ＦＳＣ森林認証には 初の取得審査と取得後毎年

の審査があります。どちらの審査においても注視さ

れた項目は、水流、地形、希少動植物の３点で、水

流付近や急傾斜地での木材生産は行わない、北海道

のレッドデータブックに該当する動植物は保護する

という対策が取られています。審査は審査機関によ

る現地審査が基本で、審査員の旅費等の実費も負担

が必要です。下川の場合の費用は、 初の取得時は

約 300 万円程度、毎年の審査時に約 100 万円程度で

す。現在のＦＳＣ認証林は、町有林が 100％、私有

林が 30％程度で、私有林についての費用負担は当初

は面積に応じて個人負担を求めていましたが、今は

森林組合がまとめて負担しています（一部町の費用

負担やＦＳＣ認証林の整備補助もあります）。 
ＦＳＣ認証材製品は、割り箸とトドマツの精油の

み価格的な差異が生まれています。割り箸は違法伐

採や安全性が叫ばれた時期と重なり、通常の製品よ

り割高で販売され、割り箸用の原木も数％高値で売

買されています。 
『ＦＳＣ認証製品として価格面での付加価値を付け

るのは、消費者に直接届く安価なものでないと難し

いと思います。建築用材の場合、どうしても全体の

住宅価格をいくら抑えられるかという話から始まり、

いかに安くできるかという話になってしまうのが一

般的です。一方でＦＳＣの費用負担は小さくないた

め、自己資金のみで継続させることには限界もあり、

今後検討が必要です。（下川町森林組合職員）』 
持続可能な森林経営を証明するＦＳＣ森林認証で

すが、認証材の市場や価格の優位性無しでは費用面

で継続が厳しいことも事実です。この費用対効果の

バランスをいかに是正していくかが大きな課題です。 

 
 
 
 
 

 
ラミナ製材工場（山本組木材） 
 
製材（山本組木材） 

 下川町森林組合のすぐ近くに位置する山本組木

材（株）は、下川も含む道内から原木を調達し、建

築用・梱包用の製材を行っています。昨年の金融危

機による不況で約 25,000m3/年の原木消費量が４割

ほど急激に落ち込んでいるそうです。変動は大きい

ですが、今は建築用が 7 割、梱包用が 2 割で、建築

用は森林組合の集成材加工工場へ、梱包用は静岡や

名古屋へ出荷されています。原木は昨年までは下川

町産だけでは不足するため道内から 4 割ほど調達し

ていましたが、全体量が減った今年は、約 8 割が下

川町産の原木となっています。 
ＦＳＣ（ＣoＣ）認証の取得は、地域をあげての取

組であったことと、いずれにせよ必要な時代が来る、

という思いで取得に踏み切ったそうです。ＣoＣ認証

事業所も取得時および毎年の審査があり、毎年数十

万円程度の費用が必要で、取得時は町の補助があり

ましたが、毎年の審査は全て自社負担となっていま

す。認証に必要な作業はＦＳＣ認証材の分別管理と

入出荷の書類管理で、特別たいへんなことではない

ようです。しかし、ＦＳＣ認証材として消費者に届

けるためには、相手事業者も同じＣoＣ認証を取得し

ている必要があり販路が極めて限定されること、お

よび現状ではユーザーからのＦＳＣ認証材へのニー

ズが極めて希薄なため、ＦＳＣ認証材としての出荷

量は全体の僅か 2％程度にとどまっています。 
『製材所は直接消費者と接点が無いため、割箸の

ように消費者に一歩でも近づきたいと思っています。

例えば消費者に直接ミルクを提供する農家であれば、

ＦＳＣの飼料を使っていますとＰＲ出来ますが、販

売業者に卸しているだけでは、消費者に直接訴える

ことがとても難しいです。（山本組木材社長）』 

01 

6



循環型林業の町で地域材による家づくり 
関連事業者レポート           下川町ふるさと開発振興公社クラスター推進部 

 
 
 
 
 

 
集成材加工工場（下川町森林組合） 

 
加工（下川町森林組合） 

 森林組合では、構造用集成材（748m3）、造作用

集成材（2,941m3）、住宅関連部材（15m3）の加工

も行っています（平成 20 年度生産量）。集成材用の

ラミナはほとんど山本組木材から仕入れ、集成材の

出荷先は札幌や苫小牧など道内で、下川町内への出

荷量は全体の 2～3％です。具体的にはプレカット工

場への出荷が 9 割です。集成材の防腐土台の生産も

行っていて（道内では下川のみ）、精度を要求する金

物工法の普及に伴い、昨今の不況にも関わらず出荷

量が増加しています。 
下川町産材はほとんどがＦＳＣ認証材なので、入

荷する材も全てＦＳＣ認証材ですが、出荷時に要求

の無いものは認証材ではなく一般材として出荷する

そうです。むやみに認証印を押してしまうと、追跡

調査が全て必要になり手間が増えてしまうとのこと、

ＦＳＣ認証材の出荷割合は構造材で全体の 1～2％
程度です。認証に関する作業については、ＦＳＣ原

木からどれくらいがＦＳＣ商品になっているかの書

類管理が手間がかかるようです。ユーザーからは、

各種助成金を得るための産地証明、合法証明、出荷

証明、ＪＡＳ証明のニーズが多く、ＦＳＣ認証を求

めるケースはほとんど無いのが現状です。 
『ＦＳＣであれば基本的に全てをクリアできるはず

なのに知らない人が多い。なぜＦＳＣなのかという

根本的な意義をもっとＰＲすべきです。また、ＦＳ

Ｃを普及するためには、金銭的なメリットが特に無

い現状で、現在取得している事業者が今後どのよう

にやっていくかをしっかりと計画すること、および

ＦＳＣの地域材を使うという地元の取組を、工務店

等とも連携してどうしていくのかを議論していくこ

とが必要だと思います。（下川町森林組合職員）』 

 
 
 
 
 

 
ＦＳＣ認証材使用住宅（丸昭高橋工務店） 
 
住宅建設（丸昭高橋工務店） 

 （株）丸昭高橋工務店は、住宅は全て下川産のＦ

ＳＣ認証材でつくるという方針を決め、家づくりに

取組んでいます。町内に認証材がせっかくあるのだ

から使わない手はない、他業者との差別化のために

も、という理由からＣoＣ認証を取得し、北海道第一

号となるＦＳＣ認証材使用住宅を手掛けました。普

段行っている家づくりのシステムを極力変えないよ

うに認証マニュアルをつくったため、作業上特別な

手間はほとんどありませんが、毎年数十万円の審査

料の負担はあります。また、「ウッドマイルズ」につ

いても、木材の地材地消を訴えるツールとして、ク

ラスター推進部の協力を得ながらモデルハウスの算

出を行いＰＲするなど積極的に取組んでいます。し

かし、町内の個人住宅の仕事は極めて少ないため、

徐々に仕事が町外へ移行しています。昨年からは北

方型エコ住宅（長期優良住宅先導的モデル事業）も

数棟手掛けています。 
『ＦＳＣのマーク等は、あった方が説明し易いし、

理解してくれる人も増えると思いますが、ＦＳＣも

ウッドマイルズもお客さんに何となく理解されます

が、積極的に興味を持つ方は少ないです。我々とし

ても理解してもらうためにどのように話をするか、

どのようなストーリーで語りかけるかが大きな課題

です。また、使用割合に応じて「ＦＳＣ使用住宅」

という表示を行っていますが、ＦＳＣ本部では下地

から何から全てＦＳＣ材による「ＦＳＣ住宅」のみ

にすべきという議論もあるようで、そこまで縛りが

厳しくなるとＦＳＣの維持は難しいです。ＦＳＣで

無くても町内等の誰かが認めてくれれば良いし、一

社では限界があるので、町の行政や町外業者等、も

っと巻き込んで欲しいです。（丸昭高橋工務店社長）』 

01 

7



循環型林業の町で地域材による家づくり 
関連事業者レポート           下川町ふるさと開発振興公社クラスター推進部 

 
 
 
 
 

 
北町工場（三津橋農産） 

 
下川町内製材業（三津橋農産） 

 下川町内に本社を構える三津橋農産（株）は、主

にハウスメーカー部材や梱包材を挽く製材業で、北

町、名寄、二の橋に３つの工場を持ち、北町と名寄

で約 52,000m3/年の原木消費量があります。ＦＳＣ

のＣｏＣ認証を取得していますが、現状では実際の

取扱はありません。ＦＳＣはイメージＵＰ材料とし

て活用されています。特に現在の大手メーカーは木

材の納入業者にも「エコ」を求めるため営業的にも

有利で、そのための費用は惜しくないとのことです。

他の地域や他社からも原木を確保するため、ＦＳＣ

だけではなく、ＳＧＥＣのＣｏＣ認証も取得してい

ます。 
『森林認証の取扱は注意が必要です。森林認証は小

さな地域内の差別化では有効ですが、大きな市場で

は量が少ないと通用しません。例えば国内の大手業

者が森林認証材しか使わないと言ったら、多くの国

産材が使えなくなってしまいます。規模の大きい市

場に対する森林認証の売り込みは危険だと思います。

また、森林認証は本来「売る」ための指標であって

は駄目だと思います。自分達の山をどうしていくの

か、木材をどう使っていくのか、といった森林に対

する理念を築くために使われなければ、本来の趣旨

からどんどん離れていってしまいます。 
森林認証は、ＰＥＦＣ、ＦＳＣ、ＳＧＥＣなど多

岐に渡りますが、大きな違いは無いにせよ、その厳

密性や審査体制、審査費用などは各々レベル差があ

ります。しかし、ユーザーにとっては同じ「森林認

証」として片付けられ、「森林認証」であれば何でも

良いという風潮もあり、あまりにも適当な認証にな

ってしまうと、 後は誰も信用しなくなってしまう

と思います。（三津橋農産社長）』 

 
 
 
 
 

 
道南杉の外壁材（牧野） 
 
下川町外木材販売業（牧野） 

 （株）牧野は道南に位置する伊達市で、木材販売

業を営んでいます。2×4 材、羽柄材、枕木などの輸

入材を取り扱っていましたが、生き残りのため誰も

やっていない道南杉を始め、試行錯誤を重ね今では

取引先製材工場の出荷に重要な地位を占めるほど

（道南杉製品の道内シェア約 20％）に至っています。

下川との関わりは、工務店が不安がるイソシアネー

ト系接着剤の集成材ではなく、レゾルシノール系接

着剤の集成材に切り替え、その安定供給地として下

川を選んだ時から始まりました。下川との関わりを

通じて、ＦＳＣやウッドマイルズを知り、現在納品

先工務店が手がける住宅のウッドマイルズ算出や社

員への講習会なども積極的に取組んでいます。 
『製材業だけではなく木材販売業も、もっと重視さ

れるべきです。流通において木材販売業をカットす

べきという意見もありますが、大多数の工務店のニ

ーズである品質やストックの確保は、全て木材販売

業者がやっている現状では非現実的だと思います。

また、木材販売業者は価格を 優先に考えるため輸

入材となりますが、我々も高くても国産材を使うと

いう使命感をもつべきだと考えます。実際、欧州の

ホワイトウッド集成材に比べると、下川の集成材は

数割コストＵＰになり、今後の課題である羽柄材の

道産材化もコストＵＰになります。コストが多少高

くても道産材を使うことは、将来の差別化になると

思っているのですが、ユーザーである工務店を説得

するのは至難の業です。（牧野社長）』 
かつては不明瞭な流通・品質という中でやってい

たそうですが、今では製品自体の様々な取り組みに

も挑戦しています。例えば道南杉の外壁材は木裏仕

上とし、その後クレームが一切無くなったそうです。 
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